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会 社 名  株式会社ジェイホーム          登録銘柄 
コード番号  2721                 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.j-home.com      ） 
代 表 者  役 職 名 代表取締役 
        氏    名 大宮 健次 
問い合わせ先  責任者役職名 取締役経営管理室長 
        氏    名 池田 好廣       ＴＥＬ（03）5324－6261 
決算取締役会開催日  平成 15 年８月 28 日       中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 －年－月 －日       単元株制度採用の有無 無 
 
１．15 年６月中間期の業績（平成 15 年１月１日～平成 15 年６月 30 日） 
(1) 経営成績        (百万円未満切捨) 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

15 年６月中間期 
14 年６月中間期 

40 
71 
（△43.9） 
（△39.1） 

△14 
20 
（ － ） 
（△70.2） 

△13 
20 
（ － ） 
（△70.2） 

14 年 12 月期 139 （△25.3） 38 （△57.7） 39 （△44.7） 
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円   ％ 円  銭 

15 年６月中間期 
14 年６月中間期 

△14 
12 
（ － ） 
（△70.6） 

       △1,737    76   
 1,451    58  

14 年 12 月期 22 （△43.1） 2,742   26  
(注) 1．期中平均株式数 15 年６月中間期 8,298 株 14 年６月中間期 8,298 株 14 年 12 月期 8,298 株 
   2．会計処理の方法の変更   有 ・ ○無  
   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
(2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 

 
15 年６月中間期 
14 年６月中間期 

円 銭 
－  －  
－  －  

円 銭 
―――― 
―――― 

 

14 年 12 月期 ―――― 800 00   

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 
15 年６月中間期 
14 年６月中間期 

363 
373 

338 
348 

93.2 
93.3 

40,770   30  
   42,017  37  

14 年 12 月期 376 359 95.5 43,308   05   
(注) 1．期末発行済株式数 15年６月中間期  8,298株 14年６月中間期  8,298株 14年12月期  8,298株 
2. 期末自己株式数  15年６月中間期     －株 14年６月中間期     －株 14年12月期     －株 

 
２．15 年 12 月期の業績予想（平成 15 年１月１日～平成 15 年 12 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 

通  期 
百万円 

135 
百万円 
15 

百万円 
7 

円 銭 
  500  00 

円 銭 
 500  00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）843 円 57 銭 
 
＊ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算定しており、今後の経済状況等の変化に 
   より､実際の業績は予想値と異なる結果となる場合があります。 
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中 間 財 務 諸 表 

① 中 間 貸 借 対 照 表          
(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成14年６月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成15年６月30日現在) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年12月31日現在) 科       目 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(資 産 の 部)   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産                    

 1. 現 金 及 び 預 金            225,451   180,112   212,013  

 2. 売 掛 金            610   －   －  

 3. 繰 延 税 金 資 産            1,223   －   621  

 4. 未 収 入 金   32,086   9,722   13,188  

 5.  短 期 貸 付 金            26,500   76,000   60,000  

 6. そ の 他            15,769   17,577   6,743  

    貸 倒 引 当 金            △50   △520   △30  

   流 動 資 産 合 計             301,591 80.7  282,892 77.9  292,536 77.7 

Ⅱ 固 定 資 産                    

 1. 有 形 固 定 資 産          ※1  20,652 5.5  22,154 6.1  25,614 6.8 

 2.  無 形 固 定 資 産            1,288 0.4  2,492 0.7  2,795 0.8 

 3.  投資その他の資産                    

 （1） 関 係 会 社 株 式            30,000   30,000   30,000  

 （2） 破 産 更 生 等 債 権   50   －   50  

 （3） 敷 金 及 び 保 証 金   15,474   25,375   25,375  

 （4） そ の 他   4,652   153   －  

    貸 倒 引 当 金            △25   －   △50  

   投資その他の資産合計   50,151 13.4  55,528 15.3  55,375 14.7 

   固 定 資 産 合 計             72,092 19.3  80,175 22.1  83,785 22.3 

   資 産 合 計             373,684 100.0  363,068 100.0  376,322 100.0 
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(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成14年６月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成15年６月30日現在) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年12月31日現在) 科       目 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(負 債 の 部)   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債                    

 1.  未 払 金            11,241   2,224   9,563  

  2.  未 払 法 人 税 等            9,666   957   4,492  

  3.  預 り 金            1,002   19,817   685  

 4.  そ の 他          ※2  2,664   1,356   1,969  

   流 動 負 債 合 計             24,575 6.6  24,356 6.7  16,711 4.4 

Ⅱ 固 定 負 債                    

 1. 繰 延 税 金 負 債            448   399   240  

   固 定 負 債 合 計             448 0.1  399 0.1  240 0.1 

   負 債 合 計             25,023 6.7  24,756 6.8  16,952 4.5 

           

（資 本 の 部）           

Ⅰ 資 本 金            130,829 35.0  － －  － － 

Ⅱ 資 本 準 備 金   94,725 25.4  － －  － － 

Ⅲ 利 益 準 備 金   750 0.2  － －  － － 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金                    

 1. 任 意 積 立 金            1,383   －   －  

2. 中 間 未 処 分 利 益            120,971   －   －  

   その他の剰余金合計             122,355 32.7  － －  － － 

   資 本 合 計             348,660 93.3  － －  － － 

           

Ⅰ 資 本 金            － －  130,829 36.0  130,829 34.8 

Ⅱ 資 本 剰 余 金           

 1. 資 本 準 備 金           －   94,725   94,725   

   資 本 剰 余 金 合 計             － －  94,725 26.1  94,725 25.2 

Ⅲ 利 益 剰 余 金           

 1. 利 益 準 備 金           －   750   750   

 2. 任 意 積 立 金           －   1,106   1,383   

3. 中間（当期）未処分利益  －   110,900   131,681   

   利 益 剰 余 金 合 計             － －  112,757 31.1  133,815 35.5 

   資 本 合 計             － －  338,311 93.2  359,370 95.5 

     負 債 資 本 合 計             373,684 100.0  363,068 100.0  376,322 100.0 
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② 中 間 損 益 計 算 書          
    (単位：千円) 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 損 益 計 算 書           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 科       目 

金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

    ％   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高             71,946 100.0  40,344 100.0  139,805 100.0

Ⅱ 売 上 原 価             － －  － －  － －

売 上 総 利 益              71,946 100.0  40,344 100.0  139,805 100.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   51,325 71.3  54,836 135.9  101,449 72.6

営業利益又は営業損失（△）  20,620 28.7  △14,491 △35.9  38,356 27.4

Ⅳ 営 業 外 収 益           ※1  372 0.5  1,122 2.8  1,046 0.8

Ⅴ 営 業 外 費 用           ※2  350 0.5  124 0.3  350 0.3

経常利益又は経常損失（△）  20,643 28.7  △13,494 △33.4  39,053 27.9

Ⅵ 特 別 利 益           ※3  － －  － －  315 0.2

Ⅶ 特 別 損 失           ※4  － －  － －  220 0.1

税引前中間（当期）純利益又は

税引前中間純損失（△） 
  20,643 28.7  △13,494 △33.4  39,147 28.0

    法人税、住民税及び事業税              8,600  145  16,000  

     法 人 税 等 調 整 額             △2 8,597 12.0 780 925 2.3 392 16,392 11.7

    中間（当期）純利益            

   又は中間純損失（△）            
  12,045 16.7  △14,419 △35.7  22,755 16.3

     前 期 繰 越 利 益              108,926   125,320   108,926  

   中間（当期）未処分利益   120,971   110,900   131,681  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項       目 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
1. 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 

有価証券 

子会社株式 

同  左 

 

有価証券 

子会社株式 

同  左 

 

2. 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除

く）については定額法）

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物  

５年～15年 

車両運搬具 

６年 

工具器具備品 

      ３年～７年 

 

(2) 無形固定資産 

  ａ ソフトウェア  

自社利用目的のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

 

ｂ 商標権 

定額法を採用しており

ます。 

なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。 

 

(3) 投資その他の資産 

長期前払費用 

定額法を採用しており

ます。 

なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。 

 

(1) 有形固定資産 

同   左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

  ａ ソフトウェア  

同   左 

 

 

 

 

 

ｂ 商標権 

同   左 

 

 

 

 

 

 

(3) 投資その他の資産 

長期前払費用 

同   左 

 

(1) 有形固定資産 

   同   左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

ａ ソフトウェア 

同   左 

 

 

 

 

 

ｂ 商標権 

同   左 

 

 

 

 

 

 

(3) 投資その他の資産 

  長期前払費用 

同   左 
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項       目 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
3. 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により､貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

貸倒引当金 

同  左 

貸倒引当金 

同  左 

 

 

 

 

4. リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引について、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

同  左 同   左 

5. その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 

消費税等の会計処理について 

同  左 

消費税等の会計処理について 

同  左 
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（会計処理の変更） 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
              

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

（自己株式及び法定準備金取崩等に関

する会計） 

当中間会計期間から、「自己株式及
び法定準備金の取崩等に関する会計基
準」（企業会計基準第１号）を適用し
ております。これによる当期の損益に
与える影響はありません。 
なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における貸

借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づい

て表示しております。 

 

（１株当たり当期純利益に関する会計

基準） 

当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び同適用指針

の適用に伴う影響については、（１株

当たり情報）注記事項に記載のとお

りであります。 
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追 加 情 報          

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
（税効果会計） 

中間会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は、当期において予

定している利益処分による特別償却

準備金の取り崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計算して

おります。 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

(税効果会計) 

      同  左 

 

 

 

 

 

 

（税効果会計） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布されたことに伴い、当中

間会計期間の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算（ただし、平成17年1月1 

日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実行税率は、前

事業年度の42.05％から40.49％に変更

されました。 

なお、この変更による影響は軽微で     

あります。 

 

 

            

 

             

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等に関

する会計） 

当期から、「自己株式及び法定準備
金の取崩等に関する会計基準」（企業
会計基準第１号）を早期適用しており
ます。これによる当期の損益に与える
影響はありません。 
なお、「財務諸表等の用語、株式及

び作成方法に関する規則の一部を改

正する内閣府令」（平成14年３月26日

内閣府令第９号）附則第２項ただし

書きを適用し、当期における貸借対

照表の資本の部については、改正後

の財務諸表等規則に基づいて表示し

ております。 
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注 記 事 項          

 (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成14年６月30日現在) 

当 中間会計期間末           
(平成15年６月30日現在) 

前 事 業 年 度 末           
(平成14年12月31日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

           12,345千円 

 

※2 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に含

めて表示しております。 

 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

            16,670千円 

 

※2 消費税等の取扱い 

同  左 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

        13,210千円 

  

※2 消費税等の取扱い 

             

 

 

(中間損益計算書関係) 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
※1 営業外収益の主要項目 

受取利息            295千円 

 

※2 営業外費用の主要項目 

クレーム処理費    200千円 

 

※3                      

 

 

※4                      

 

 

 5 減価償却実施額 

有形固定資産      2,908千円 

無形固定資産       128千円 

※1 営業外収益の主要項目 

受取利息            774千円 

    

※2 営業外費用の主要項目 

支払利息           124千円 

 

※3            

 

 

※4                      

 

 

5 減価償却実施額 

有形固定資産    3,459千円 

無形固定資産    303千円 

※1 営業外収益の主要項目 

受取利息       643千円 

 

※2 営業外費用の主要項目 

クレーム処理費    350千円 

 

※3 特別利益の主要項目 

車両運搬具売却益  295千円 

 

※4 特別損失の主要項目 

   工具器具備品除却損 220千円 

 

 5 減価償却実施額 

有形固定資産   6,883千円 

無形固定資産        373千円 

 

 

 

(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に係る注記 

 

事業の内容に照らして重要性が乏

しく、リース契約１件当たりの金額

も3,000千円以下であるため、中間財

務諸表等規則第５条の３において準

用する財務諸表等規則第８条の６第

６項の規定に基づき、注記を省略し

ております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に係る注記 

 

同  左 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に係る注記 

 

事業の内容に照らして重要性が乏し

く、リース契約１件当たりの金額も

3,000千円以下であるため、財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定に基

づき、注記は省略しております。 
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(有 価 証 券 関 係         ) 

 

 前中間会計期間（平成14年６月30日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間（平成15年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

前事業年度（平成14年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１ 株 当 た り 情 報         ) 

 
項  目 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
１株当たり純資産額 42,017円37銭 40,770円30銭 43,308円05銭 

１株当たり中間(当期)純利益 

又は１株当たり中間純損失（△）
1,451円58銭 △1,737円76銭 2,742円26銭 

 
潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり中間（当期）純利益 

 
潜在株式調整後１株当

たり中間純利益について

は、新株予約権付社債の

発行をしておらず、ま

た、旧商法第280条ノ19の

規定によるストックオプ

ション（新株引受権）の

付与がないため、記載し

ておりません。 
 

 
潜在株式調整後１株当

たり中間純利益について

は、1株当たり中間純損失

が計上されているため記

載しておりません。 
 
当中間会計期間から

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しておりま

す。この変更に伴う１株

当たり情報への影響はあ

りません。 

 
潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等

潜在株式の発行がないた

め記載しておりません。 
 

 

（注）1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

                                            （単位：千円） 

 前中間連結会計期間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当中間連結会計期間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 連 結 会 計 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
中間（当期）純利益   ― △14,419    ― 

普通株主に帰属しない金額    ― ―    ― 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益 

 ― △14,419 

 
   ― 

期中平均株式数（株）    ― 8,298    ― 

 

 

(重 要 な 後 発 事 象         ) 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年１月１日至 平成14年６月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成15年１月１日至 平成15年６月30日) 
前 事 業 年 度           

(自 平成14年１月１日至 平成14年12月31日) 
該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 


